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9月の金融政策、政治・経済イベント
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※上記は過去のものおよび予定であり、将来を約束するものではありません。

8月は、月初にトランプ米大統領が、対中制裁関税の第4弾を9月に発動すると発表したことに続き、人民元の
急落などを受けて、米財務省が中国を為替操作国に指定したことなどから、世界の株式市場は大幅に下落しまし
た。その後も欧州や中国の経済指標の鈍化を受けて世界景気の先行き懸念が強まり、英米で長短金利が逆転し
たことや、月末にかけて米中摩擦への警戒感が高まったことなどから、荒れた相場展開となりました。

9月は引き続き、米中摩擦の動向が注目されます。米国は1日、中国からの輸入品3,000億米ドル相当を対象と
した制裁関税第4弾の一部を発動しました。スマートフォンやパソコンなどの特定品目については、発動が12月に
先送りされたものの、追加関税率が当初予定の10％から15％に引き上げられたほか、10月には対中制裁関税
第1～3弾の税率を引き上げるとしています。一方、中国も同じく9月1日に報復関税を発動しており、上旬に予定
される閣僚級協議が、実施の有無を含めて注目されます。

また、世界景気の不透明感を背景に、各国の金融政策に対する関心が高まっています。欧州経済の牽引役で
あるドイツの景気減速懸念が強まる中、ECB（欧州中央銀行）は12日の理事会で利下げに踏み切るとの見方が
拡がっています。また米国では、17～18日のFOMC（米連邦公開市場委員会）での追加利下げがほぼ確実視さ
れているほか、日銀は物価安定目標の実現が困難な状況になれば、予防的緩和に踏み切るとしており、18～19
日の金融政策決定会合での対応が注目されます。なお、景気の下振れリスクに対し、ドイツや中国、米国などで
財政拡大への期待が拡がりつつあり、今後発表される経済指標の内容などによっては、新たな景気刺激策が打
ち出される可能性もあります。

そのほか、下旬の国連総会の会期中には、日米首脳会談で新たな貿易協定への署名が行なわれる見通しで
あるほか、10月末の英国のEU （欧州連合）離脱期限を前に、両者の首脳が会談する見込みです。また、対立が
続く米国とイランの対話が実現するかどうかにも注目が集まります。

9月の注目される金融政策および政治・経済イベント
9月 予定

1日（日）
■米国、中国からの輸入品3,000億米ドル相当に対する対中制裁関税第4弾の一部を発動、
■中国、米国からの輸入品750億米ドル相当に報復関税を発動

3日（火） ■米国、8月のISM製造業景況指数、●オーストラリア、金融政策決定会合

4日（水） ●米国、地区連銀経済報告（ベージュブック）

6日（金） ■米国、8月の雇用統計

8日（日） ■中国、8月の貿易統計

12日（木） ●ユーロ圏、ECB理事会

17日（火） ●米国、FOMC（～18日）

18日（水） ●日本、日銀金融政策決定会合（～19日）、●英国、金融政策委員会（～19日）

24日（火）
■国連総会一般討論（～30日、ニューヨーク）、
会期中に、■日米首脳会談、日米貿易協定に署名（予定）、■英EU首脳会談（予定）

25日（水） ●ニュージーランド、金融政策決定会合

30日（月） ■中国、9月の製造業PMI

月内
■イラン、核合意からの追加的な逸脱措置を表明？（上旬）、■米中、閣僚級の貿易協議？（上旬）、
■日本、内閣改造・自民党役員人事

●金融政策関連

■政治・経済関連
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